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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、京都市上下水道局（以下「局」という。）が発注する契約の透明性の

向上を図るため、発注の見通し、契約の過程及び契約の締結の結果の公表について必要な

事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

⑴ 工事 建設業法第２条第１項に定める建設工事及び工事に類する業務委託をいう。 

⑵ 測量、設計等 工事の設計若しくは監理、又は測量、地質調査その他の工事に関する

調査、企画等をいう。 

⑶ 物品等の調達 物品の購入、売払い、修繕若しくは賃借、製造の請負、印刷、役務の

提供（委託（測量、設計等及び地方自治法第２４４条の２第３項の規定による公の施設

の指定管理者への委託を除く。）を含む。）又は著作物の使用許諾等をいう。 

⑷ 予定価格 予定価格 一般競争入札及び指名競争入札にあっては、契約予定金額の制

限の範囲を示す価格を、随意契約にあっては、契約予定金額の基準を示す価格をいう。 

第２章 発注見通しの公表 

（発注見通しの公表の対象） 

第３条 発注見通しの公表の対象は、次の各号に掲げる発注の種類に応じ、当該各号に定め

る契約（契約の締結を秘密にする必要があるため随意契約を締結しようとする場合を除く。

第１９条において同じ。）とする。 

⑴ 工事 予定価格が２５０万円を超えるもの 

⑵ 測量、設計等 予定価格が２５０万円を超えるもの 
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⑶ 物品等の調達 予定価格が地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定

める政令第３条第１項に規定する総務大臣の定める区分及び総務大臣の定める額を定め

る件において「物品等の調達」の区分の基準額として告示された額以上のもの 

（発注見通しの公表の内容等） 

第４条 発注見通しの公表の内容は、次の表の左欄に掲げる発注の種類に応じ、それぞれ同

表右欄に掲げる事項とする。 

工事 工事名、場所、期間、種別、概要及び概算額区分 

競争入札及び契約の方法 

競争入札を行う時期（随意契約を行う場合にあっては、契約を締結する時

期）（第１四半期、第２四半期、第３四半期及び第４四半期の別を公表す

る。） 

共同企業体による施工とする可能性の有無 

所管課 

測量、 

設計等 

業務名、履行場所、期間、種別、概要及び概算額区分 

競争入札及び契約の方法 

競争入札を行う時期（随意契約を行う場合にあっては、契約を締結する時

期）（第１四半期、第２四半期、第３四半期及び第４四半期の別を公表す

る。） 

所管課 

物品等 

の調達 

件名又は委託の名称 

競争入札及び契約の方法 

競争入札を行う時期（随意契約を行う場合にあっては、契約を締結する時

期）（第１四半期、第２四半期、第３四半期及び第４四半期の別を公表す

る。） 

所管課 

２ 発注見通しの公表時期は、毎年度、４月中旬までとする。 

３ 発注見通しの公表の方法は、上下水道局総務部契約会計課（以下「契約会計課」とい

う。）のウェブページ又は契約会計課執務室内において閲覧に供することによるものとす

る。 

４ 発注見通しの公表の期間は、公表した日の属する年度の末日までとする。 

（発注見通しの見直し） 

第５条 工事及び測量、設計等にあっては、毎年度３回、７月、１０月、１月を目途として、

物品等の調達にあっては、毎年度１回、１０月を目途として、公表した発注見通しに関す

る事項を見直したうえで、修正及び追加を行うこととするほか、補正予算成立等により追

加すべきものがあれば、随時公表することができ、また、契約を締結済みのものについて

は随時公表をやめることができることとする。これらの場合、第３条並びに前条第１項、

第３項及び第４項の規定は、修正及び追加の場合に準用する。 

第３章 競争入札有資格者名簿及び指名の基準の公表 

（競争入札有資格者名簿） 

第６条 京都市上下水道局契約規程（以下「規程」という。）第６条第２項に規定する一般

競争入札有資格者名簿及び規程第２０条の３第２項に規定する指名競争入札有資格者名簿

（以下「名簿」という。）に登載する者について、それぞれ次に掲げる事項を公表する。 

⑴ 商号又は名称（以下「商号等」という。） 



 - 3 - 

⑵ 所在地又は住所 

⑶ 電話番号 

⑷ 代表者又は受任者の職名及び氏名 

⑸ 種目 

２ 名簿は、その作成後、契約会計課のウェブページ又は契約会計課執務室内において閲覧

に供するものとする。 

３ 名簿の公表の期間は、次の名簿が作成され、その公表が開始されるまでとする。 

（指名の基準） 

第７条 指名競争入札に参加する者を指名する場合の基準は、京都市上下水道局競争入札等

取扱要綱（以下「要綱」という。）において定め、要綱を契約会計課執務室内又は契約会

計課のウェブページにおいて閲覧に供するものとする。これを変更したときも、同様とす

る。 

第４章 競争入札の前の公表 

（競争入札の執行の予定） 

第８条 契約会計課において競争入札を執行しようとするときは、入札の執行の前に次に掲

げる事項を公表するものとする。 

⑴ 競争入札の日時又は期間及び件名（工事にあっては、工事名及び場所。測量、設計等

にあっては、業務名及び履行場所（対象）。） 

⑵ 工事（予定価格が２００，０００千円以下のもの及びＰＦＩ事業者の選定に係る入

札を行うもので、当該入札の対象に工事以外の業務が含まれるものその他の予

定価格を事前に公表しなければ入札額を算定することが困難であると認められ

るものに限る。）、測量、設計等に係る競争入札の予定価格 

⑶ 物品等の調達に係る競争入札（電子入札システムによらない一般競争入札及び公募型

指名競争入札を除く。）の予定価格 

⑷ 工事及び測量・設計等に係る一般競争入札（事後確認型一般競争入札を除く。）又は

公募型指名競争入札を行おうとする場合の当該競争入札に参加しようとした者の商号等

並びにこれらの者のうち当該競争入札に参加させなかった者の商号等及びその者を参加

させなかった理由 

⑸ 工事及び測量、設計等に係る意向反映型指名競争入札及び通常型指名競争入札を行お

うとする場合の指名した者の商号等及びその者を指名した理由 

⑹ 物品等の調達に係る、公募型指名競争入札（電子入札システムによらないで行うもの

に限る。）及び通常型指名競争入札を行おうとする場合の入札者の商号等 

⑺ 役務業務（建物（建物に付属する設備を含む。）の保守若しくは管理、建物、管理用

地その他の施設の清掃、樹木の維持管理若しくは除草又は警備業法第２条第１項に規定

する警備業務（同条第５項に規定する機械警備業務を除く。）に限る。）の一般競争入

札又は参加希望型指名競争入札を行おうとするときの最低制限価格 

⑻ 一般競争入札又は公募型指名競争入札を行おうとする場合の特定競争入札参加資格 

２ 前項の規定にかかわらず、競争入札の執行の前の公表により、競争性を阻害するおそれ

があると認められるとき、競争入札の手続に支障をきたすおそれがあると認められるとき

その他京都市公営企業管理者上下水道局長（以下「管理者」という。）が必要と認めると
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きは、前項の規定により公表することとした事項の全部又は一部を、入札の執行の前に公

表しないものとする。 

（予定価格の通知等） 

第９条 予定価格等を入札の執行の前に公表しようとするときは、次の各号に掲げる競争入

札の種類に応じ、当該各号に掲げる通知又は公告に予定価格を記載するものとする。 

⑴ 一般競争入札（事後確認型一般競争入札及び総合評価一般競争入札を除く。） 要綱

第１４条第２項に規定する特定競争入札参加資格の確認の結果の通知 

⑵ 一般競争入札（事後確認型一般競争入札及び総合評価一般競争入札に限る。） 要綱

第１２条第２項の規定による公告 

⑶ 通常型指名競争入札 要綱第２０条第２項に規定する指名の通知 

⑷ 意向反映型指名競争入札 要綱第２２条の２第７項に規定する指名の通知 

⑸ 公募型指名競争入札 要綱第２２条の６第１項に規定する特定競争入札参加資格の確

認の結果の通知（電子入札システムによる物品等の調達に係る公募型指名競争入札にあ

っては、要綱第２２条の４において準用する要綱第１２条第２項の規定による公告） 

⑹ 参加希望型指名競争入札 要綱第２２条の４において準用する要綱第１２条第２項の

規定による公告 

（入札執行予定表等による公表） 

第１０条 競争入札の執行の前の公表は、前条の規定により予定価格を特定競争入札参加資

格の確認の結果の通知、指名の通知又は公告に記載して公表するほか、次の各号に掲げる

事項については、当該各号に定める書類を契約会計課執務室内又は契約会計課のウェブペ

ージにおいて閲覧に供することにより公表するものとする。 

⑴ 第８条第１項第１号から第６号までに規定する事項 当該事項を記載した予定表（以

下「入札執行予定表」という。） 

⑵ 第８条第１項第７号及び第８号に規定する事項競争入札の公告 

２ 入札執行予定表において、次の各号に掲げる欄に記載する金額は、当該各号に定める金

額とする（第１４条に規定する入札執行結果表において同じ。）。 

⑴ 予定価格欄 規程第１４条第１項本文（規程第２６条において準用する場合を含む。）

の規定により定めた予定価格から消費税及び地方消費税相当額を除いた金額 

⑵ 最低制限価格欄 最低制限価格から消費税及び地方消費税相当額を除いた金額 

⑶ 低入札価格調査基準価格欄 調査基準価格から消費税及び地方消費税相当額を除いた

金額 

（予定価格等を入札の執行の前に公表する場合の契約の申込みの誘引） 

第１１条 競争入札の公告その他の契約の申込みの誘引においては、次に掲げる事項を明ら

かにするものとする。 

 ⑴ 予定価格及び入札者数等について、入札の執行の前に公表するか否か（入札の前に入

札者が１者となったときは予定価格の事前公表を行わない旨の規定その他の入札者数を

容易に推測できる手続を定めた場合は、入札者数等について入札の執行の前に公表する

ものとみなす。以下同じ。）。 

 ⑵ 予定価格及び入札者数等を入札の執行の前に公表することとしていた一般競争入札に

ついて、当該競争入札に参加する資格を有する者が１者になったときは、入札手続を取



 - 5 - 

り消す旨 

 ⑶ 入札者数等を入札の執行の前に公表することとしていた指名競争入札について、入札

者が１者になったときは、当該競争入札は不成立となる旨 

（予定価格等の公表の期間） 

第１２条 第１０条第１項の規定による公表の期間は、公表した日の翌日から起算して１年

を経過する日の属する年度の末日までとする。 

（設計図書に関する質問及び回答） 

第１３条 工事（予定価格が１００，０００千円を超えるものに限る。）の競争入札におい

ては、設計図書に関する質問（質問がない場合はその旨）及び回答の内容を契約会計課の

ウェブページにおいて閲覧に供するものとする。 

２ 前項の規定による公表の期間は、入札日の初日の５開庁日前から開札日の前日までとす

る。 

第５章 競争入札の後の公表 

（競争入札後の公表） 

第１４条 契約会計課において競争入札を執行したときは、速やかに、次に掲げる事項を記

載した結果表（以下「入札執行結果表」という。）を契約会計課執務室内又は契約会計課

のウェブページにおいて閲覧に供するものとする。 

⑴ 開札日又は落札者を決定した日及び件名（工事にあっては、工事名及び場所。測量・

設計等にあっては、業務名及び履行場所（対象）。） 

⑵ 予定価格及び最低制限価格又は低入札調査基準価格及び失格基準価格 

⑶ ランダム係数 

⑷ 入札者の商号等、入札金額及び入札結果 

⑸ 総合評価方式による競争入札を行った場合にあっては、次に掲げる事項 

ア 技術提案書の評価 

イ 落札者決定基準 

２ 前項の規定にかかわらず、競争入札を執行したものの契約に至らない場合であって、適

正な入札の執行に支障があるときは、前項各号のいずれかの事項について閲覧に供しない

ことがある。 

３ 競争入札において、有効な参加資格申請がない場合その他開札前に入札が成立しないこ

とが明らかになった場合は、公告時に定めた開札予定日時より前に、その結果を公表する

ことがある。この場合においては、第１項の規定を準用する。 

（入札執行結果表等の公表の期間） 

第１５条 前条の規定による公表の期間については、第１２条の規定を準用する。 

第６章 競争入札による契約の締結の後の公表 

（競争入札による契約の締結後の公表） 

第１６条 契約会計課が執行する競争入札により工事の契約を締結したときは、予定価格の

算定に用いた積算価格の内訳を、速やかに、契約会計課執務室内又は契約会計課のウェブ

ページにおいて閲覧に供するものとする。 

（契約の締結の後に公表する期間） 

第１７条 前条の規定により閲覧に供する期間については、第１２条の規定を準用する。 
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第７章 随意契約の公表 

（随意契約に係る予定価格の公表） 

第１８条 随意契約を締結しようとする場合において、次に掲げる場合は、当該契約を締結

する前に予定価格（契約予定金額の基準として予算上限額、契約締結希望金額その他の予

定価格以外の名称により契約の相手方の候補者に示す価格及び価格交渉の際に契約の相手

方の候補者の譲歩を促すために提示する価格を含む。以下この条及び次条において同じ。）

を公表することができるものとする。 

⑴ プロポーザル方式、コンペ方式その他の複数の契約の相手方の候補者のうちから契約

の相手方を選定しようとする場合において、予定価格の範囲内で履行可能な内容、方法

又は期間その他の契約の条件を提示させ（提示する条件による契約の履行に必要な見積

価格を提示させる場合を含む。）、最も有利な条件を提示した者と契約を締結しようと

するとき。 

⑵ 複数の契約の相手方の候補者に対して、リバースオークションその他のせり下げ方式

による価格交渉を行い、最も低い価格を提示した者と契約を締結しようとするとき。 

⑶ 競争的交渉方式（複数の契約の相手方の候補者との間で、価格、履行の内容その他の

契約の条件について交渉を行って契約の条件を決定する契約の締結方法をいう。）によ

り契約を締結しようとする場合において、契約金額に関係する内容の交渉のため、契約

の相手方の候補者に対し、局が予定価格の積算根拠、予定価格に対応する履行内容の設

定の理由その他の予定価格に関する内容を提示する必要があるとき。 

⑷ 契約の相手方の候補者と契約金額について交渉しようとする場合において、当該候補

者の譲歩を促すために予定価格を提示する必要があるとき。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか予定価格を公表することが局にとって有利であると判断で

きるときその他管理者が必要と認める場合 

（随意契約の予定価格の公表の方法等） 

第１９条 前条の規定により予定価格を契約の締結の前に公表しようとするときは、公表の

時において契約の相手方の候補者となっている者全員に対して公表しなければならないも

のとする。 

２ 随意契約の締結の前の予定価格の公表は、契約の相手方の候補者に対して、口頭又は文

書（電子メールによるものを含む。）により通知することにより行うものとする。 

（随意契約の締結結果の公表） 

第２０条 地方公営企業法施行令第２１条の１３第１項の規定により随意契約を締結したと

き（物品等の調達にあっては、契約価格が５００万円以上のもの、工事及び測量、設計等

にあっては、契約価格が２５０万円を超えるものに限る。）は、おおむね半期ごとに、次

に掲げる事項について、契約会計課執務室内又は契約会計課のウェブページにおいて閲覧

に供するものとする。 

⑴ 契約締結日 

⑵ 契約の相手方の商号等及び所在地又は住所 

⑶ 件名及び概要（工事にあっては、工事名及び概要） 

⑷ 履行の期間又は期限 

⑸ 契約金額 
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⑹ 契約を所管する室又は課 

⑺ 随意契約の理由 

⑻ 根拠法令及び契約の相手方を選定した理由 

（随意契約の結果の公表の期間） 

第２１条 前条の規定による公表の期間については、第１２条の規定を準用する。 

第８章 その他の公表 

（競争入札及び契約の過程に関する苦情又は再苦情の申出に係る結果の公表） 

第２２条 競争入札及び契約の過程に関する苦情又は再苦情の申出に係る結果は、京都市上

下水道局競争入札及び契約に関する苦情処理要綱に定めるところにより、契約会計課執務

室内において閲覧に供するものとする。 

２ 前項の規定による閲覧の期間については、第１２条の規定を準用する。 

（競争入札参加停止等の公表） 

第２３条 要綱第２７条第１項の規定により競争入札参加停止の措置を受けた者の商号等並

びに参加停止の期間及び理由については、当該措置を行った後、速やかに行財政局管財契

約部契約課（以下「契約課」という。）執務室内又は契約課のウェブページにおいて閲覧

に供するものとする。 

２ 京都市上下水道局契約事務暴力団等排除対策要綱第２条第２項の規定により競争入札参

加資格の承認を取り消し、名簿から削除した者の商号等については、当該措置を行った後、

速やかに契約会計課執務室内又は契約会計課のウェブページにおいて閲覧に供するものと

する。 

３ 第１項の規定による閲覧の期間は、参加停止の期間が満了した日の属する年度の末日ま

でとし、前項の規定による閲覧の期間については、第１２条の規定を準用する 

（工事成績評定に係る点数の公表） 

第２４条 工事成績評定に係る点数は、評定後、速やかに契約会計課執務室内において閲覧

に供するものとする。 

２ 前項の規定による閲覧の期間については、第１２条の規定を準用する。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から実施する。 

（関係要領等の廃止） 

２ 「公共工事の発注見通しの公表に係る実施基準について」、「京都市上下水道局が発注

する公共工事に係る予定価格の事前公表に関する取扱要領」、「京都市上下水道局が発注

する委託契約等に係る予定価格の事前公表の試行に関する取扱いについて」、「京都市上

下水道局の電気及び機械に係る点検整備並びに浚渫作業委託に関する予定価格の事前公表

の試行に関する取扱いについて」、「入札結果等の公表」及び「随意契約の契約結果の公

表について」は廃止する。 

附 則（令和６年３月１９日決定） 

この要綱は、令和６年４月１日から実施する。 

附 則（令和６年４月１日決定） 
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この要綱は、決定の日から実施する。 

附 則（令和７年６月９日決定） 

この要綱は、令和７年７月１日から実施する。 


